
　内国子会社Ｓ社は、解散をする
ことが見込まれる内国法人に該当
し、内国子会社Ａ社は、完全支配

関係がある他の内国法人と適格合併を行
うことが見込まれる内国法人に当たるこ
とから、Ｐ社は、当期末に、Ｓ社及びＡ
社の株式に係る評価損を計上することが

A

　内国法人Ｐ社（ ３月決算）は、10年前に、内国子会社Ｓ社、内国子会社Ａ社、内
国子会社Ｂ社、米国子会社Ｘ社及び米国子会社Ｙ社を100％出資により設立し、当
期末まで、これらの子会社株式を100％継続保有していますが、 ３ 年ほど前から、

当該子会社のうち、Ｓ社、Ａ社及びＸ社の経営成績が悪化して債務超過になったことから、
当期末に、Ｓ社株式、Ａ社株式及びＸ社株式に係る評価損を計上することを検討していま
す。このとき、Ｓ社株式、Ａ社株式及びＸ社株式について、①当該株式の取得時に対し当
期末の １株当たり純資産価額が50％以上下回り、また、②当該株式の当期末における価額
がその時の帳簿価額の50％以上下落し、かつ、近い将来その価額の回復が見込まれない状
況となっています。加えて、Ｐ社は、Ｓ社、Ａ社及びＸ社の財政状態が著しく悪化してい
ることを理由として、Ｓ社を解散して清算し、Ａ社（被合併法人）とＢ社（合併法人）の
合併を予定しており、さらに、Ｘ社とＹ社の米国法上の再編についても予定しています。
なお、Ａ社とＢ社の合併は無対価で行われ、Ｂ社の株式はＰ社によって継続保有すること
が見込まれています。
　この場合、Ｐ社は、Ｓ社、Ａ社及びＸ社の株式について、評価損を計上することができ
るかご教示願います。

Q

内国子会社　Ｓ社

内国子会社　Ａ社 内国子会社　Ｂ社

米国子会社　Ｘ社 米国子会社　Ｙ社
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できません。一方で、米国子会社Ｘ社は、
内国法人に該当せず、株式評価損を計上
することができない要件のいずれにも当
てはまらないため、Ｐ社は、当期末に、
Ｘ社株式に係る評価損を計上することが
できます。

【解　説】
１ 　非上場有価証券評価損
　内国法人の有する非上場有価証券につい
て、①発行法人の資産状態が著しく悪化し、
②その価額が著しく低下した場合には、そ
の有価証券に係る評価損は損金の額に算入
されるところ（法法33②、法令68①二ロ）、上
記①及び②については、次の⑴及び⑵にお
いて、具体的な判断基準が示されています。
⑴　資産状態の悪化
　発行法人の資産状態の著しい悪化とは、
当期末における発行法人の 1株当たり純
資産価額が、当該有価証券取得時の発行
法人の 1株当たり純資産価額に比してお
おむね50％以上下回ることをいいます
（法基通 ９－ １－ ９）。
⑵　株価の著しい低下
　有価証券価額の著しい低下とは、当該
有価証券の当期末における価額がその時
の帳簿価額のおおむね50％相当額を下回
り、かつ、近い将来その価額の回復が見
込まれないことをいいます（法基通 ９－
１－11、 ９ － １ － ７ ）。

２ 　適格合併
　適格合併は、例えば、合併前に合併法人
と被合併法人との間に同一法人による完全
支配関係があり、かつ、当該合併後に当該
法人と合併法人との間の完全支配関係が継

続することが見込まれ（完全支配継続要
件）、さらに、被合併法人の株主等に合併
法人等の株式以外の資産が交付されない
（金銭等不交付要件）合併をいいます（法
法 ２十二の八イ、法令 ４の ３②二）。

３ 　非上場有価証券評価損の計上規制
⑴　税法規定
　内国法人が完全支配関係のある他の内
国法人で、①清算中の内国法人、②解散
（合併による解散を除く）をすることが
見込まれる内国法人、また、③内国法人
で当該内国法人との間に完全支配関係が
ある他の内国法人との間で適格合併を行
うことが見込まれるもののいずれかに該
当する他の内国法人の発行する株式につ
いては、その評価損を計上することがで
きません（法法33⑤、法令68の ３ ①）。
なお、この規定について、税法上、内国
法人を外国法人に読み替える規定はあり
ません。
⑵　制度趣旨
　100％グループ内の内国法人について、
解散し清算される場合や適格合併が行わ
れる場合、当該内国法人の有する欠損金
は、その株主（内国法人）や100％グル
ープ内の他の内国法人に引き継がれると
ころ（法法57②）、その清算や適格合併
前に当該株主が当該内国法人の株式評価
損を計上すると、当該グループ内におい
て、その評価損と清算・適格合併により
引き継がれた欠損金との二重控除が生じ
るため、それを防止することが、この規
定の制度趣旨とされています（『平成23
年度版　改正税法のすべて』（大蔵財務
協会）275頁）。
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４ 　事案の検討
⑴　Ｓ社、Ａ社及びＸ社に係る株式の状況
　Ｓ社、Ａ社及びＸ社の株式は、上記 １
⑴及び⑵の要件を満たしていることから、
この点において、これらの株式について、
その評価損の計上は認められます。
⑵　Ａ社とＢ社の合併
　完全支配関係のあるＡ社（被合併法
人）とＢ社（合併法人）の合併は、無対
価で行われ、かつ、Ｂ社株式はＰ社によ
り継続保有することが見込まれているこ
とから、上記 ２のとおり、完全支配継続
要件及び金銭等不交付要件を満たす適格
合併に該当します。したがって、Ａ社は
Ｂ社と適格合併を行う予定にあるといえ
ます。
⑶　子会社株式の評価損
　内国法人が完全支配関係のある他の内
国法人で、①清算中の内国法人、②解散
をすることが見込まれる内国法人、③完
全支配関係がある他の内国法人と適格合
併を行うことが見込まれる内国法人、の
いずれかに該当する法人の株式について
は、上記 ３⑴のとおり、評価損を計上す
ることができません。
⒜　Ｓ社株式
　内国子会社Ｓ社は解散し清算するこ
とが予定されており、上記②の「解散
をすることが見込まれる内国法人」に
該当することから、Ｐ社はＳ社の株式
に係る評価損を計上することができま

せん。
⒝　Ａ社株式
　内国子会社Ａ社は、上記⑵のとおり、
Ｂ社と適格合併を行うことが予定され
ており、上記③の「完全支配関係があ
る他の内国法人と適格合併を行うこと
が見込まれる内国法人」に該当するこ
とから、Ｐ社はＡ社の株式に係る評価
損を計上することができません。
⒞　Ｘ社株式
　米国子会社Ｘ社は、Ｙ社と米国法上
の再編を行う予定にあるところ、上記
①、②及び③の要件は、いずれも評価
損の計上に係る株式の発行法人が内国
法人に限定されたものであることから、
Ｐ社がＸ社株式の評価損を計上するこ
とについて、特段の規制はありません。

⑷　結論
　内国子会社Ｓ社は、解散をすることが
見込まれる内国法人に該当し、内国子会
社Ａ社は、完全支配関係がある他の内国
法人と適格合併を行うことが見込まれる
内国法人に当たることから、Ｐ社は、当
期末に、Ｓ社及びＡ社の株式に係る評価
損を計上することができません。一方で、
米国子会社Ｘ社は、内国法人に該当せず、
株式評価損を計上することができない要
件のいずれにも当てはまらないため、Ｐ
社は、当期末に、Ｘ社株式に係る評価損
を計上することができます。

※�本文中、意見にわたる部分は筆者の私見であり、デロイト トーマツ税理士法人の公式見解ではありません。
また、上記記載は掲載日現在有効な法令に基づくことに留意を要します。

《デロイト トーマツ税理士法人　タックス コントラバーシーチーム
� ディレクター　野田　秀樹》

（ 48）令和 2年 10 月 26 日　　第 6630 号 国　 税　 速　 報 第 3種郵便物認可

p046-048_CC2019_責_解散や合併が予定された子会社株式の評価額.indd   48 2020/10/20   16:08:30


